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（名古屋市個別避難計画作成事務局）

福祉サービス事業者様向け

注）手引きの内容及び各様式は今後、変更となる場合があります。

～避難行動要支援者の命を守る取り組み～
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近年、台風や集中豪雨といった大規模災害において、高齢者や障害のある方な
どに被害が集中しており、自力での避難が困難な避難行動要支援者に対する避難
支援体制づくりを進めることが急務となっております。
こうした体制づくりに向けて、国においては令和３年５月に法律が改正され、
「個別避難計画」の作成が市町村の努力義務となりました。

本市では、地域住民の皆様にご協力をいただき、避難行動要支援者に対する防
災対策として「助け合いの仕組みづくり」事業を進めてきておりますが、今回、
福祉サービス事業者の皆様にもご協力いただき、個別避難計画の作成に新たに着
手することとし、令和５年度は南区でモデル事業を実施いたします。

この手引きでは、本事業にご協力いただく福祉サービス事業者の皆様向けに、
事業の内容についてまとめておりますので、ぜひご活用ください。

はじめに

名古屋市防災人材育成方針（令和4年3月）より抜粋

失われる避難行動要支援者の命

過去の災害における死者に占める高齢者の割合
は、東日本大震災では約65％、令和元年台風19号
では約65%、令和2年7月豪雨では約79%となって
います。今後高齢化が進む中で、地域住民が広く
高齢者や障害者、乳幼児をはじめとする避難行動
要支援者の存在を意識し、その命を守ることに協
力する風土を醸成していくことが必要です。
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災害時の避難に支援が必要な避難行動要支援者一人ひとりの「どこに避難するか」「誰が支
援するか」等を記載した計画です。
お住まいの地域の災害特性や本人の心身の状況をもとにあらかじめ計画を作成し、その計画
を関係者で共有することにより、適時適切な避難行動につなげ、避難の実効性を高めていくこ
とを目的としています。

第１章 個別避難計画作成モデル事業について

心身の状況、必要とする支援、配慮が必要な事項、避難場所、
避難を支援していただく方（避難支援等実施者）など

◆個別避難計画に記載される主な情報

１．個別避難計画とは

〇個別避難計画作成の努力義務化
令和３年５月に災害対策基本法が改正され、避難行動要支援者ごとに個別
避難計画を作成することが市町村の努力義務となりました。

→国（内閣府）の取組指針
・地域のハザードや心身の状況等を踏まえ、優先度の高い避難行動要
支援者について、おおむね５年程度で作成に取り組む
・計画作成の業務には、本人の状況等をよく把握し、信頼関係も期待
できる福祉専門職の参画が極めて重要

事業者の皆様と連携することで期待できる効果

本人同意が
得やすくなり、
計画作成が
円滑に進む

信頼関係を
持って計画を
作成できる

内容の充実した
計画を効率的に
作成できる
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２．令和５年度モデル事業について

（ア）～（エ）のいずれかに該当する方

(ア) 要介護認定2、3、4、5を受けている方
(イ) 身体障害者手帳1級又は2級を所持する方

ただし、視覚、下肢、体幹のいずれかの障害部位を対象とする。
(ウ) 愛護手帳1度又は2度の方
(エ) 精神障害者保健福祉手帳1級を所持する方

（ア）～（ウ）のいずれかの地域にお住まいの方

(ア) 土砂災害（特別）警戒区域
(イ) 家屋倒壊等氾濫想定区域
(ウ) 南海トラフ地震臨時情報事前避難対象地域

③ 対象者数

265人（令和5年４月28日時点）

① モデル事業の概要

令和５年度は南区をモデル地区として、災害リスクが高い地域にお住まいの避難行動要支援
者について個別避難計画の作成を進めてまいります。計画作成にあたっては、普段から対象者
本人と関わりのある福祉サービス事業者の皆さまと連携し、避難行動要支援者本人や家族の方
などと相談しながら個別避難計画の作成を進めていきます。

避難行動要支援者とは？

避難行動要支援者（災害対策基本法第49条の10第1項）
要配慮者のうち、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に自ら避難することが困
難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者

② 対象者の条件

モデル事業においては、避難行動要支援者のうち、下記の かつ を満たす方を対象として、
優先的に個別避難計画の作成に取り組みます。ただし、社会福祉施設の入所者等は除きます。
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第２章 個別避難計画の作成

協力依頼

計画作成の
意向確認

事業者様から対象者本人へ計画作成の目的・内容等について説明い
ただき、個別避難計画作成等の意向確認を行います。

計画の作成 対象者本人や家族等とともに、災害時のリスクや避難方法等につい
て検討しながら個別避難計画を作成し、名古屋市へ提出します。

計画の
管理・更新

作成された個別避難計画を適切に管理し、対象者の状況に変化が
あった際は計画内容を更新します。

名古屋市 事業者

（１）協力依頼

（２）個人情報の取扱い
に関する協定締結

（３）対象者名簿の送付

1．個別避難計画作成の流れ
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２．個別避難計画作成に関する協力依頼

個別避難計画の作成にあたっては個人情報の取扱いが伴うことから、市との間で、個人情報の
共有に関して秘密保持の協定を締結します。

手順① 協定書様式の送付

個別避難計画の作成にご協力いただける場合は、事務局より、協定書と情報の取扱いに関する
管理規約の様式を郵送します。

手順② 協定書の作成

事務局より送付された様式について、必要事項を記入し押印した上で、割印を押印してくださ
い。

対象者本人が利用している福祉サービス事業者様へ、名古屋市（事務局）から個別避難計画の
作成について協力依頼を行います。
（個人情報保護の観点から、この時点では対象者の個人情報についてはお伝えしません。）

様式番号 様式名 部数

個別避難計画作成に係る情報共有に関する秘密保持協定書
個別避難計画作成に係る情報の取扱いに関する管理規約

※綴じた状態で送付します。
２部

返信用封筒 １部

＜送付物＞事務局→福祉サービス事業者

（２）個人情報の取扱いに関する協定の締結

（１）協力依頼

日付は記入しないでください

所在地・社名・代表者職氏名を記入いただき、
社印（なければ代表者印）を押印してください

事業者名を記入してください

＜個別避難計画作成に係る情報共有に関する秘密保持協定書（手引きp.31）＞

印
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手順③ 協定書の返送

手順②で記入・押印した様式を、返信用封筒に入れて事務局へ返送してください。

様式番号 様式名 部数

個別避難計画作成に係る情報共有に関する秘密保持協定書
個別避難計画作成に係る情報の取扱いに関する管理規約

２部

＜送付物＞福祉サービス事業者→事務局

日付は記入しないでください

事業者名を記入してください

代表者職氏名を記入してください

〇協定書の割印方法

・表面

・裏面

印

印

綴じ部分をまたいで、社印（なければ代表者印）
を押印してください

＜個別避難計画作成に係る情報の取扱いに
関する管理規約（手引きp.37）＞
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（３）対象者名簿の送付

返送いただいた協定書の内容を確認した後、事務局より、市長印を押印した協定書1部を郵送
します。合わせて、計画を作成していただく対象者の名簿と本人の意向確認作業に必要な各種
様式を送付します。

様式番号 様式名 部数

個別避難計画作成に係る情報共有に関する秘密保持協定書
個別避難計画作成に係る情報の取扱いに関する管理規約

１部

＜送付物＞事務局→福祉サービス事業者

様式番号 様式名 部数

第2号様式 個別避難計画の作成等に関する意向確認書 対象者人数分

第3号様式 個別避難計画の作成等に関する事前説明書 対象者人数分

第6号様式 個別避難計画関係書類の送付について １部

第10号様式 個別避難計画作成支援経費交付申請書兼請求書 １部

第10号様式の2 個別避難計画作成支援（対象者）に関する報告書 １部

個別避難計画に関するチラシ 対象者人数分

返信用封筒 １部

（ア）協定書

（ウ）意向確認に必要な様式等

様式番号 様式名 部数

第1号様式 個別避難計画作成支援依頼書 １部

第1号様式の2 個別避難計画作成支援対象者名簿 １部

（イ）対象者名簿
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【主な説明内容】

〇個別避難計画とは
「個別避難計画」とは、台風や洪水などの災害が発生、もしくは発生のおそれがある
場合に、あなたやあなたの避難を支援してくれる方が慌てずに避難できるよう準備する
ためのものです。

〇個人情報の提供について
個別避難計画を作成する際、また、完成した個別避難計画を地域の関係者と共有する
にあたって、あなたの同意をいただいたうえで個人情報を提供させていただきます。

〇災害時の避難支援について
災害時には「個別避難計画」に基づいて、支援者があなたの避難をお手伝いすること
となりますが、計画どおりに支援できなくても支援者が責任や義務を負うものではあり
ません。

説明に使用した「個別避難計画の作成等に関する事前説明書（第3号様式）」に日付及
び事業者名を記入し、対象者本人またはその家族等に渡します。

３．個別避難計画作成の意向確認

対象者本人やその家族等に対して名古屋市が進める個別避難計画作成の目的、内容等につい
て説明を行います。
その後、制度についてご理解をいただいたうえで、対象者本人に対して個別避難計画作成に
ついての意向確認を行います。

手順① 対象者への「個別避難計画」の制度説明

「個別避難計画の作成等に関する事前説明書（第3号様式）」及び「個別避難計画に関する
チラシ」（下記イメージ参照）を用いて、計画作成の意義や個人情報の取扱いなどの事項につ
いて説明してください。

日付を記入してください

各事項について一緒に確
認し、チェック をつけな
がら説明をしてください

事業者名を記入してください

＜第3号様式 個別避難計画の作成等に
関する事前説明書（手引きp.45）＞ 個別避難計画に関するチラシ（イメージ）
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手順② 計画作成の意向確認

手順①にて制度説明を行った後、「個別避難計画の作成等に関する意向確認書（第2号様
式）」を用いて意向確認を行います。

＜計画作成に同意する場合＞
意向確認書の中の「同意します」へのチェック と署名をいただきます。
また、避難支援等関係者（区政協力委員、学区連絡協議会、町内会、自主防災組織等）へ
の個人情報の提供について同意する場合は「避難支援等関係者」にチェック をします。なお、
避難支援等関係者への個人情報の提供に同意しない場合も、計画を作成することは可能です。

＜計画作成に同意しない場合＞
意向確認書の中の「同意しません」へのチェック と署名をいただき、可能であれば同意し
ない理由をご記入いただきます。計画作成の段階に進むことはできませんが、ハザードマッ
プや避難場所を確認するなど、災害に備えていただくよう対象者へ働きかけてください。

＜どちらでもない（一時保留の）場合＞
「少し考えてから返答する」など、本人や家族が判断に迷っていたら後日改めて対応する
ことも可能です。本人や家族から返答があった場合や後日訪問した際に改めて意向の確認を
します。

「日付」「氏名」「住所」「電話番号」
を記入してください

代理の方が記入する場合は、「代理者
氏名」「本人との関係」「代理者住所」
「代理者電話番号」を記入してください

「同意します」「同意しません」のど
ちらかに を入れてください
※同意しない場合は同意しない理
由にも を入れてください（任意）

＜第2号様式 個別避難計画の作成等に関する意向確認書（手引きp.43）＞

計画作成に同意のうえ、避難支援等
関係者へ個人情報を提供することに
同意する場合は を入れてください。
1で計画作成に不同意の場合、  を
入れないでください
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手順③ 意向確認に関する様式の返送

送られた対象者名簿に記載の対象者に対して同意／不同意の確認がとれたら、手順②で作
成した意向確認に関係する様式を事務局へ返送します。

様式番号 様式名 部数

第2号様式 個別避難計画の作成等に関する意向確認書 対象者人数分

第6号様式 個別避難計画関係書類の送付について 1部

第10号様式
第10号様式の２

個別避難計画作成支援経費交付申請書兼請求書
個別避難計画作成支援（対象者）に関する報告書
※計画作成に同意する対象者がいない場合のみ

1部

＜送付物＞福祉サービス事業者→事務局

日付と事業者情報を
記入してください

枚数を記入してください

＜第6号様式 個別避難計画関係書類の送付について（手引きp.51）＞

記入不要です

記入不要です

不同意の対象者については、意向確認が完了した段階で、作成支援経費を請求することが
できますので、「個別避難計画作成支援経費交付申請書（第10号様式）」と「個別避難計画
作成支援（対象者）に関する報告書（第10号様式の2）」を作成し、提出してください。
（作成支援経費についてはp.17を参照。）
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意向確認の結果、同意を得られた対象者について、対象者本人及びその家族等とハザード
マップや避難場所等の情報を確認・共有しながら、個別避難計画を作成します。

手順① 計画作成に必要な書類の送付

事務局より、個別避難計画を作成するための書類を送付します。

様式番号 様式名 部数

第4号様式 個別避難計画作成 回答書 対象者人数分

第5号様式 あなたのハザードマップ情報 対象者人数分

第6号様式 個別避難計画関係書類の送付について 1部

返信用封筒 １部

＜送付物＞事務局→福祉サービス事業者

４．個別避難計画の作成

手順② 個別避難計画作成 回答書の作成

回答書に表示されている以下の項目について、対象者本人やその家族等に確認し、「個別避
難計画作成 回答書（第4号様式）」を作成します。

◆回答書において確認・記入すべき事項

（ア）本人基本情報

（イ）緊急連絡先

（ウ）避難を支援するときに知っておいてほしいこと

（エ）避難支援等実施者（災害時に避難を支援してくれる予定の方）
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必要事項の確認・記入を
してください

作成区分にチェック をして下さい

（ア）本人の基本情報

・「個別避難計画作成 回答書（第4号様式）」に本人の基本情報が記載されている場合は、
その内容について、本人または家族に確認します。

・確認した際に、記載の内容と相違があった場合は、適宜修正します。

（イ）緊急連絡先

・災害発生時などに対象者の安否などを連絡すべき緊急連絡先となる方（家族や親族など）の
連絡先を記入します。

・緊急連絡先に登録される方に対しては、事前に、登録されることの承諾を得てください。

◆確認・記入する事項
対象者本人の「氏名」「生年月日」「性別」「住所」「学区」「電話番号」「FAX番号」

◆記入する事項
緊急連絡先に登録される方の「氏名」「続柄」「住所」「電話番号」

＜第4号様式 個別避難計画作成 回答書（表）（手引きp.47）＞
作成年月日を記入してください
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該当する事項に を入れ、
必要に応じて自由記入欄にも
記入してください

（ウ）避難を支援するときに知っておいてほしいこと

・災害が発生または発生のおそれがあるときに、「希望する支援の内容」や「配慮が必要な事
項」を本人から聞き取ります。

・チェック項目に記載されていること以外にも、本人の心身の状況に合わせて、必要な事項を
「その他」欄に記載します。

◆記入する項目
「希望する支援の内容」「配慮が必要な事項」

「支援」の内容について

避難先までの同行支援などの直接的・全面的な支援のみならず、避難の呼びかけや安否確
認の連絡などの間接的・部分的な支援も、重要な支援の一つです。
はじめから全ての支援を行うことが難しい場合もあるかと思いますので、まずは協力可能
な支援（大型台風が接近したときに、避難の準備を電話で呼びかける など）から段階的に
取り組んでいただくことも考えられます。

＜第4号様式 個別避難計画作成 回答書（裏）（手引きp.48）＞

可能な限り記入
してください
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避難支援等実施者に、法的責任や義務はありません

災害時には、避難支援等実施者も被災者となることが想定されるため、対象者ご本人を必ず支
援することを義務づけるものではありません。そのため、避難支援等実施者の選定にあたっては、
次の点について、ご本人や家族等に理解をいただくようにしてください。

・個別避難計画に基づく避難支援等が必ず実施されることを保証するものではない
・避難支援結果について避難支援等実施者に法的な責任や義務を負わせるものではない
・あくまで避難の円滑化や避難行動への支援の可能性を高めるもの

大規模な災害が発生すると、ご家族が支援できない状況になることも想定されます。
友人や知人、隣近所の住民の方、学区・町内会等の地域団体、日頃よりお付き合いのあ

る福祉事業者の方など多くの方が避難支援に関与することにより、避難支援の実効性及び
確実性を高めることができますので、対象者にはその旨をお伝えいただくようお願いしま
す。

（エ）避難支援等実施者（災害時に避難を支援してくれる予定の方）

・避難支援等実施者は、対象者ご本人が自力で避難困難な場合に支援を行っていただく方です。

・個人に限られるものではなく、地域の団体単位での支援を行うことも考えられるため、団体の名称
を記載していただいても構いません。

・避難支援等実施者を選んでいただくにあたっては、対象者ご本人の状態や配慮すべき事項を一番把
握されていると思われるご家族での対応を基本としつつも、より多くの方を登録していただくよう、
対象者に働きかけてください。

＜ご家族以外の避難支援等実施者の例＞
・親族や親戚 ・友人や知人 ・近隣住民 ・地域団体 ・福祉事業者 など

・避難支援等実施者に登録される方には、事前に、登録されることの承諾を得てください。

・はじめから全ての支援を行うことが難しい場合には、まずは協力可能な支援からお願いするなど、
段階的に取り組んでいただくようにお願いします。

・避難支援等実施者の選定が難しい場合は、空欄で提出してください。

◆記入する項目
避難支援等実施者の「氏名・団体名」「住所」「電話番号」
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手順③ あなたのハザードマップ情報（避難場所）の作成

災害時にどのような避難行動をとるか検討するにあたっては、身の回りにどのような災害リ
スクがあるか、どこに避難できる場所があるかを知ることが重要です。対象者本人と一緒に、
災害種別ごとのハザードマップで浸水想定を確認し、災害ごとの避難予定場所を考え、「あな
たのハザードマップ情報（第5号様式）」を作成します。
手引きp.19～p.21を参考にし、災害時にどのような避難行動をとるか、対象者本人やその
家族等の意向を聞きながら、災害の種別ごとに検討してください。

◆記入する項目
「住所」「浸水深」「避難予定場所」

災害時の避難場所について

ハザードマップを確認した結果、自宅外への避難が必要な場合、指定緊急避難場所だけで
なく、安全な場所にある親族宅や知人宅への避難も含めて検討しましょう。また、地域（学
区、町内会）によっては、避難行動の取り決めがある場合もありますので、それらも事前に
確認しておきましょう。

日付と記入者の氏名を
記入してください

災害の種類ごとに浸水想定、避
難予定場所を記入してください

＜第5号様式 あなたのハザードマップ情報（手引きp.49）＞

※第3章を参考に作成してください
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手順④ 作成した様式の事務局への提出（作成支援経費の請求も含む）

手順②、③で作成した書類を返信用封筒にて事務局へ送付します。また、作成支援に要
した経費を事務局に申請します。

日付と事業者情報を
記入してください

枚数を記入してください

不同意者の意向確認
書を合わせて提出する
場合は記入してください

＜第6号様式 個別避難計画関係書類の送付について（手引きp.51）＞

様式番号 様式名 部数

第4号様式 個別避難計画作成 回答書 対象者人数分

第5号様式 あなたのハザードマップ情報 対象者人数分

第6号様式 個別避難計画関係書類の送付について 1部

第10号様式 個別避難計画作成支援経費交付申請書兼請求書 1部

第10号様式の2 個別避難計画作成支援（対象者）に関する報告書 1部

＜送付物＞福祉サービス事業者→事務局
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請求金額の合計を
記入してください

必要事項を記入してください

振込先を記入してください

対象者氏名、経費区分、金額
を記入してください

対象人数と金額を記入してください

＜第10号様式 個別避難計画作成支援経費
交付申請書兼請求書（手引きp.57）＞

＜第10号様式の2 個別避難計画作成支援
（対象者）に関する報告書（手引きp.59）＞

計画作成に同意したのち、やむを得ず個別
避難計画作成できなくなった場合は理由を記
入してください

計画作成支援経費は1件当たり7,000円を上限に、計画作成の達成度により段階的に設定された金
額をお支払いします。

内容 経費請求に必要となる書類 金額

新規作成

計画作成支援（支援者記載済） 回答書（第4号様式）
ハザードマップ情報（第5号様式）

1件当たり 7,000円

計画作成支援（支援者未記載） 1件当たり 5,000円

計画作成意向確認（不同意）

意向確認書（第2号様式） 1件当たり 3,000円計画作成意向確認（同意）
※計画作成が困難となった場合

計画の更新
回答書（第4号様式）
ハザードマップ情報（第5号様式）

1件当たり 3,000円

計画作成支援経費金額の一覧

※計画作成同意者の意向確認経費は、計画作成後にお支払いします。なお、上記の計画作成支援経費
は意向確認の分も含めた合計の金額となります。
※金額の設定については、モデル事業を通じて、今後変更となる場合があります。
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手順① 個別避難計画の送付

作成した個別避難計画上の避難支援等に必要な情報のみを残して、不必要な情報に黒塗りを
施したうえで、対象者本人や避難支援等実施者等に「名古屋市 あなたの個別避難計画（第7
号様式）」を送付します。

５．個別避難計画の管理・更新

作成した個別避難計画は対象者本人や避難支援等実施者、緊急連絡先に記載されている方
に送付されます。個別避難計画の送付を受けた方は重要な個人情報が記載されていることに
留意し、個人情報を漏洩、紛失しないよう厳重に管理します。
また、個別避難計画の内容において、避難支援等の実施に必要な情報の変更があった際は、

個別避難計画の更新を行います。

様式番号 様式名 部数

第7号様式 名古屋市 あなたの個別避難計画 １部

＜送付物＞事務局→対象者本人・避難支援等実施者・緊急連絡先

手順② 個別避難計画の管理

個別避難計画の送付を受けた方は、個別避難計画に記載されている個人情報を漏洩、紛失し
ないよう厳重かつ適切に管理します。

手順③ 個別避難計画の更新

個別避難計画に記載されている内容について、避難支援等の実施に必要な情報変更や訓練実
施により計画内容に修正があった際は、「個別避難計画作成 回答書（第4号様式）」及び
「あなたのハザードマップ情報（第5号様式）」を作成し、「個別避難計画関係書類の送付に
ついて（第6号様式）」とともに事務局へ送付します。

手順④ 個別避難計画の削除（計画作成の同意撤回）

個別避難計画作成後に計画の削除を希望する方は「個別避難計画の作成等に関する同意撤回
書（第9号様式）」を提出することにより、個別避難計画を削除することができます。
同意撤回書の提出を受けたら、事務局より個別避難計画の提供先に対し、個別避難計画を適
正に破棄するよう依頼します。
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① ハザードマップで災害リスクを確認

名古屋市では、「発生確率は低いものの想定し得る最大規模」の浸水や地震・津波のハザードマッ
プを作成し、令和5年3月に市内全世帯へ配布しました。
災害ごとのハザードマップで、想定される被害や、自宅近くの避難場所を確認しましょう。

災害の種別や、お住まいの状況により、必要な避難行動には違いがあります。避難行動要支援
者の方や家族、また、避難を支援していただく方にも災害リスクを知っていただき、適時適切な
避難行動を考えていただくなど災害に備えることが大切です。

◆風水害（洪水・内水氾濫・高潮）

(南区)洪水ハザードマップ
○浸水想定
大雨や台風などによる洪水や高潮などの風水害
発生時に浸水が想定される区域、その最大の浸水
の深さ及び浸水継続時間を表示しています。

○家屋倒壊等氾濫想定区域（洪水ハザードマップ）
河川が氾濫した場合に、あふれた水や川岸の侵
食により、家屋が倒壊・流出するおそれがある区
域を表示しています。

〇土砂災害（特別）警戒区域
土砂災害の発生のおそれがある区域を表示して
います。

〇指定緊急避難場所
風水害発生時に、命を守るため、災害の危険か
らまずは逃げるための場所を表示しています。 ※内水氾濫や高潮のハザードマップもあります

【風水害ハザードマップのチェックポイント】

ハザードマップ情報はこちらから→

第３章 災害リスクを伝え、避難について考える

１．ハザードマップについて
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(瑞穂・南・緑区)津波ハザードマップ(南区)地震ハザードマップ

◆地震・津波

○浸水想定
最大クラスの津波発生時の浸水範囲や浸水開始時間等を表示しています。

○事前避難対象地域
地震動に伴う堤防沈下の影響により、概ね地震発生から30分以内に30cm以上の浸水が生じる地域
です。
浸水範囲は時間とともに拡大するため、発災時には対象地域周辺の住民は早めの避難が必要です。

〇津波避難ビル（津波に対する指定緊急避難場所）
津波警報、大津波警報が発表された場合で、付近に高台がないときに一時的に避難する施設を表示
しています。

【地震ハザードマップのチェックポイント】

【津波ハザードマップのチェックポイント】

○震度・液状化
想定される最大震度及び液状化の可能性を表示しています。

〇広域避難場所
大火災から避難者を守るための空間を有している公園・緑地など、地震・大規模な火事の指定緊急避
難場所を表示しています。

〇一時避難場所
地震発生時に一時的に避難して様子をうかがうための指定緊急避難場所を表示しています。
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② 避難行動を決めておく

災害リスクが高い場所にお住まいの方は、早めに「安全な場所」へ避難することが大切です。
あらかじめ避難行動を決めておきましょう。
小中学校など公的な指定緊急避難場所への避難だけでなく、安全な自宅の上階、災害リスクの
低い場所にある親戚・知人宅や、ホテル等への避難も含めて検討しましょう。

・土砂災害の危険があっても、十分頑丈なマンションなどの上の階に住んでいる場合は、自宅にとどまり、
安全確保することも可能です。

・浸水時間が長い場合は、家から外に出られなくなったり、ライフラインが使えず衛生環境が悪化したりす
るなど、生活に支障がでてくることがあります。そのため、食べものや飲みものなどの十分な備えが必要
です。

・市外の親戚・知人宅などへ避難する場合は、各市町村のウェブサイトなどでハザードマップを確認しまし
ょう。

＜水害時の避難行動＞
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① 避難情報の発令に注意しましょう

災害の危険性が高まった場合に、市は気象庁や国、県が発表する情報や市内の巡回情報か
ら避難情報を発令します。避難情報は5段階に分けられており、それぞれの警戒レベルにお
いて住民が取るべき行動が定められています。

5段階の警戒レベルのうち、警戒レベル3「高齢者等避難」は、避難に時間を要する方（高
齢者や障害者など）とその支援者の方に対して、避難を促すための情報です。
今回のモデル事業の個別避難計画作成対象者は、「高齢者等避難」が発令された時には避
難を開始できるよう準備しておく必要があります。

また、警戒レベル4「避難指示」は全ての方に対して、危険な場所からの避難を促すため
の情報です。このタイミングを逃すと、さらに災害の危険性が高まり安全に避難を行うこと
が困難となる状況が想定されることから、この情報が発令された場合は、速やかに危険な場
所から避難を行っていただく必要があります。

２．災害時の避難について

＜避難情報と住民がとるべき行動＞
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③ 避難に向けた備蓄をしましょう

食料品など必要な物資を備蓄しましょう。また、いざというときに持ち出す必要最低限
のものを、非常持ち出し品として、リュックなどに入れて準備しておきましょう。

＜備蓄のポイント＞

② 災害情報を入手する手段を確認しておきましょう

災害の発生が予想される場合には、自ら行政機関等から発表される情報の収集に努め、
適時適切なタイミングで避難できるようにすることが重要です。

＜災害情報を入手する手段＞
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① 災害に備え、命を守り、暮らし続けるために

名古屋市では、災害種別ごとのハザードマップととともに、命を守る
ために知ってほしい情報、災害時に身を守るための行動、被災した時の
心得などを掲載した「防災ガイドブック」や、台風などの災害が迫った
とき、命を守るためにどう行動するのかを時系列にまとめておく「わが
家のマイ・タイムライン」を作成しています。

いつ起こるかわからない未曾有の災害に対し、いつ起きても安全・安
心な対応ができるよう、日ごろから備えておきましょう。

防災ガイドブック

防災ガイドブック、わが家のマイ・タイムラインはこちらから→

３．防災を学べるツールについて

わが家のマイ・タイムライン

台風などが接近したときや地震が発
生したときに、「いつ」「誰が」「ど
のように行動するか」を時間の流れに
沿って考えておくのが「わが家のマ
イ・タイムライン」です。

防災ガイドブックに作り方を記載し
ていますので、いざというときに役立
つマイ・タイムラインを作ってみま
しょう。

② 事業者として災害に備えていただくために

いつ大規模災害が起きてもおかしくない状況の中、事業者の皆さ
まにおいても、自社の所在する地域の災害リスクを確認し、自分事
として、災害への備えに取り組んでいくことが必要です。

事業者として重要となる防災のポイントをコンパクトにまとめた
冊子「BOSAI START BOOK」を、自社の状況に合わせた防災の
取組みを進めるきっかけとして活用してください。

BOSAI START BOOKはこちらから→   

BOSAI START BOOK

24



第４章 Q＆A

Q1 南区にお住まいの方のみ個別避難計画を作成するのでしょうか。

A1
令和５年度は南区でのモデル事業として、対象となる地域や要件を限定して個
別避難計画の作成を実施します。南区以外の方に対しては、令和6年度以降個別
避難計画作成を進めていく予定です。

Q2 施設入所者は対象者に含まれないということですが、サービス付き高齢者向け
住宅や住宅型有料老人ホームに入所している方は対象でしょうか。

A2 サービス付き高齢者向け住宅、住宅型有料老人ホームに入所されている方で、
居宅介護サービスを利用している場合は、計画作成の対象となります。

Q3 介護施設の入所者はなぜ計画作成の対象外なのでしょうか。

A3 介護施設に入所されている方は、介護施設で避難計画を作成することとなって
いるため、個別避難計画作成の対象外となります。

Q4 要介護１の方が計画の作成を希望されていますが、作成しなくてもいいでしょ
うか。

A4 令和５年度の個別避難計画作成モデル事業では、要介護１の方は作成対象外と
なっております。計画の作成は可能ですが、支援経費の支払いはできかねます。

Q5 計画を作成している途中で要介護認定が変わり、対象から外れた場合、取扱い
はどうなりますか。

A5 計画作成対象者としている区分から外れた時点ですでに計画作成に着手してい
る場合は、そのまま作成することが可能です。

個別避難計画の作成対象者について
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Q6 個別避難計画の作成に同意を得られない方は災害時に不利益を被ることになるの
でしょうか。（p.9関連）

A6
個別避難計画の作成について同意を得られないからといって不利益を被ることは
ありませんが、計画を作成し、周囲で共有することにより、災害時の避難支援の
実効性を高めることができます。

Q7
「個別避難計画作成等の意向確認書」への代理署名は内縁関係や知人・友人でも
可能ですか。また、認知症等で同意能力が不十分な場合はどうすればよいでしょ
うか。（p.9関連）

A7

代理署名の方は、計画作成対象者に近しい方（家族等）に記載していただくこと
を基本としておりますが、本人の意向を確認した上で、知人や友人の方に記載し
ていただいても構いません。認知症等により、対象者本人が同意することが困難
な場合は、家族や親族など、計画作成対象となる本人の災害時のリスクを考慮し
て判断できる方の意向を確認し、代理署名をお願いします。

Q8 住民票における住所地は南区にあるものの、実際は別の場所に居住している場合、
個別避難計画を作成する対象になるのでしょうか。

A8
個別避難計画の作成については、実態に即した計画を作成する必要があります。
今回のモデル事業では、住民票ベースで地域条件（p.3の2. ②の 参照）を満
たす方を対象としていますが、居住実態が条件を満たさないと判明した場合は原
則、対象外とさせていただきます。

Q9 作成途中で対象者が亡くなられるなどの場合も支援経費の請求は可能でしょうか。
（p.17関連）

A9
計画を作成している途中で対象者が亡くなられた場合は、計画作成は中止してい
ただきますが、計画作成意向確認の支援経費（3,000円）を請求することができ
ます。なお、対象者が亡くなられた時点で計画が完成している場合は、計画作成
までの支援経費（5,000円もしくは7,000円）を請求することができます。

Q10 この手引きに掲載されている名古屋市の様式ではなく、福祉事業所で独自に作成
した「個別避難計画」でもよろしいですか。

A10 独自で作成していただくことも可能ですが、市に提出する書類については、市の
様式を使用していただくようお願いします。

個別避難計画の作成等について
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Q11
「第4号様式 個別避難計画作成 回答書」における「希望する支援の内容・配
慮が必要な事項など（自由記入欄）」について、記入欄が小さいので、別紙に
記入してもよろしいでしょうか。（p.13関連）

A11 別紙への配慮事項の記入は可能ですが、その際は任意の様式で作成をお願いし
ます。

Q12 避難支援等実施者には何をお願いできますか。

A12

避難支援の内容としては、対象者への避難情報の伝達、自力での避難が困難な
場合の同行の避難支援が考えられます。避難支援等実施者自身も被災者となる
ことが想定されますので、可能な範囲において避難を支援をすることが前提と
なり、計画通りに避難支援ができない場合も支援者に法的責任や義務は発生し
ません。

Q13 作成した個別避難計画はどのように活用されますか。

A13 計画の内容に沿った訓練（避難場所への避難訓練など）を実施するなど、災害
時の避難支援の実行性を高めるために活用されることが想定されます。

Q14 個別避難計画の更新において、支援経費を請求できるのはどのようなケースで
すか。（p.17関連）

A14
避難時の配慮に関する事項や避難場所、避難経路の情報等、実際の避難支援の
実効性に関わる内容を変更する場合の更新は支援経費を請求することができま
す。単に記載誤りの修正等計画の更新として、支援経費の請求はできません。
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個別避難計画作成に係る情報共有に関する秘密保持協定書 

名古屋市（以下「甲」という。）と 事業者名 〇〇〇〇〇〇               

（以下「乙」という。）の間において、個別避難計画作成事業（以下「事業」とい

う。）について共同で実施するに当たり、甲又は乙が相手方に開示する秘密情報の取扱

いについて、以下のとおり秘密保持協定書（以下「協定」という。）を締結する。 

（目的） 

第１条 本協定は、本事業の実施に当たり、必要な計画作成支援者への事前の情報共

有に関する事項を定め、情報保護の重要性を認識し、情報の適正な保護及び管理の

ために必要な措置を講じるとともに、個人の権利利益を侵害することのないよう個

人情報の適正な取扱いに資することを目的とする。 

（個別避難計画作成事業） 

第２条 本協定における事業とは、名古屋市個別避難計画作成事業実施要綱第１条に規

定する、平常時の円滑かつ着実な計画作成支援等及び災害時の円滑かつ迅速な避難支

援等の実施を促進することにより、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護

することを目的とした取り組みをいう。 

（秘密情報） 

第３条 本協定における「秘密情報」とは、甲又は乙が相手方に開示し、かつ開示の際

に秘密である旨を明示した情報をいう。ただし、開示を受けた当事者が書面によって

その根拠を立証できる場合に限り、以下の情報は秘密情報の対象外とするものとする。 

(1) 開示を受けたときに既に保有していた情報 

(2) 開示を受けた後、秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報 

(3) 開示を受けた後、相手方から開示を受けた情報に関係なく独自に取得し、又は作

成した情報 

(4) 開示を受けたときに既に公知であった情報 

(5) 開示を受けた後、自己の責めに帰し得ない事由により公知となった情報 

２ 前項本文の情報のうち、甲が乙に秘密である旨を指定して開示する情報は別紙１に、

また乙が甲に秘密である旨を指定して開示する情報は別紙２に記載するものとする。

なお、別紙１及び別紙２は甲と乙とが協力し、常に最新の状態を保つべく適切に更新

するものとする。 

３ 甲又は乙が口頭により相手方から開示を受けた情報については、改めて相手方から

当該事項について記載した書面の交付を受けた場合に限り、相手方に対し本協定に規

定する義務を負うものとする。 

４ 口頭、映像その他その性質上秘密である旨の表示が困難な形態又は媒体により開示、

提供された情報については、開示者が相手方に対し、秘密である旨を開示時に伝達し、

かつ、当該開示後 14 日以内に当該秘密情報を記載した書面を秘密である旨の表示を

して交付することにより、秘密情報とみなされるものとする。 

５ 本事業の実施に当たり作成した情報の帰属は、甲と乙とが協議し決定することとし、

帰属するものが開示した情報とみなす。 

（秘密情報等の取扱い） 

第４条 甲又は乙は、相手方から開示を受けた秘密情報及び秘密情報を含む記録媒体も

しくは物件（複写物及び複製物を含む。以下「秘密情報等」という。）の取扱いについ

て、次の各号に規定する事項を遵守するものとする。 
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(1) 乙は、秘密情報等の取扱いに関する管理規約を作成するとともに、情報取扱管理

者を定め、甲から開示された秘密情報等を、善良なる管理者としての注意義務をも

って厳重に保管、管理する。 

(2) 秘密情報等は、本事業の目的以外には使用しないものとする。 

(3) 秘密情報等を複製する場合には、本事業の目的の範囲内に限って行うものとし、 

その複製物は、原本と同等の保管、管理をする。 

(4) 乙は、甲が秘密情報等の保護のために実地調査をする必要があると認めたときは、

これを拒んではならない。また、甲が秘密情報等の保護について報告を求めたとき

は、これに応じなければならない。 

(5) 漏えい、紛失、盗難、盗用等の事態が発生し、又はそのおそれがあることを知っ

た場合は、直ちにその旨を乙から甲に書面をもって通知する。 

(6) 乙は、秘密情報の管理について、取扱責任者を定め、第１号に規定する管理規約

において取扱責任者の氏名及び連絡先を甲に通知する。 

２ 乙は、次項に規定する場合を除き、秘密情報等を第三者に開示する場合（委託を含

む。）には、書面により甲の事前承諾を得なければならない。この場合、乙は、当該第

三者との間で本協定と同等の義務を負わせ、これを遵守させる義務を負うものとする。 

３ 乙は、法令に基づき秘密情報等の開示が義務づけられた場合には、事前に甲に通知

し、開示につき可能な限り甲の指示に従うものとする。 

（秘密の保持） 

第５条 乙の従業員もしくは元従業員は、秘密情報等を正当な理由なく第三者に漏らし

てはならない。 

２ 前項の規定は、事業の終了及び本協定の解除後においても同様とする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第６条 乙は、本協定により生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、もしくは承継させ、

又はその権利を担保に供してはならない。 

（返還義務等） 

第７条 乙は、本協定に基づき甲から開示を受けた秘密情報を含む記録媒体、物件及び

その複製物（以下「記録媒体等」という。）は、不要となった場合又は甲の請求がある

場合には、直ちに甲に返還するものとする。 

２ 前項に規定する場合において、秘密情報が自己の記録媒体等に含まれているときは、

当該秘密情報を消去するとともに、消去した旨（自己の記録媒体等に秘密情報が含ま

れていないときは、その旨）を甲に書面にて報告するものとする。 

（関係法令等の遵守） 

第８条 乙は、事業の業務を実施するに当たり、当該業務に係る関係法令のほか、名古

屋市情報あんしん条例（平成16年名古屋市条例第41号）、名古屋市個人情報保護条例

（平成17年名古屋市条例第26号）その他情報保護に係る関係法令も遵守しなければな

らない。 

（機密情報の取扱いに関する特則） 

第９条 乙は、事業の業務を処理するために、機密情報（名古屋市情報あんしん条例施

行細則（平成16年名古屋市規則第50号）第28条第１項第１号に規定する機密情報をい

う。）を収集するときは、当該業務を処理するために必要な範囲内で、適法かつ公正

な手段により収集しなければならない。 

32



（従事者への周知） 

第10条 乙は、従業員のうち本事業に従事している者に対し、本事業に係る情報の守秘

義務に関する事項及び目的外利用の禁止又は制限に関する事項を周知しなければな

らない。 

（違反時の対応等） 

第11条 乙の従業員もしくは元従業員又は第４条第２項の第三者が甲の秘密情報等を

開示するなど本協定の条項に違反した場合には、乙は、甲が必要と認める措置を直ち

に講じなければならない。 

（協議事項） 

第12条 本協定に定めのない事項について又は本協定に疑義が生じた場合は、協議の上

解決する。 

（協定解除） 

第13条 事業の終了等により、本協定の目的が解消又は達成困難となった場合等には、

甲又は乙もしくは双方の申し出により、甲乙協議の上、本協定を解除することができ

る。その場合、本協定書における有効期間満了の日は、甲乙協議の上、決定するもの

とする。 

（有効期間） 

第14条 本協定書の有効期間は、前条に規定する協定解除の申し出がないときは、協定

締結の日から当該年度の末日までとする。本協定の有効期間満了の日の１ヶ月前まで

に、甲乙いずれからも申し出がないときは、有効期間満了の日から起算して１年間延

長するものとし、その後においても同様とする。 

（管轄） 

第15条 本協定に関する紛争については名古屋地方（簡易）裁判所を第一審の専属管轄

裁判所とする。 

本協定締結の証として、本書を２通作成し、両者署名又は記名捺印の上、各自１通

を保有する。 

    年  月  日 

          甲 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 

            名古屋市 

            代表者 名古屋市長 河村 たかし 印 

          乙  

                             印 
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別紙１ 

開示情報一覧【甲が開示する情報】 

開示日 情報の件名・概要 提供媒体 
使用目的／ 

使用範囲 
備考 

本協定締

結後、随時 

「個別避難計画作成支援対象

者名簿」及び関係書類 
紙 

計画作成支援等の

実施／乙の従業員 
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別紙２ 

開示情報一覧【乙が開示する情報】 

開示日 情報の件名・概要 提供媒体 
使用目的／ 

使用範囲 
備考 

甲より開

示後、随時 

「個別避難計画関係書類の送

付について」及び関係書類 
紙 

計画作成支援等の

実施結果の報告／

甲の職員及び本事

業関係者 

甲より開

示後、随時 

「個別避難計画作成支援経費

交付申請書兼請求書」及び別

紙 

紙 

計画作成支援等の

実施結果の報告／

甲の職員及び本事

業関係者 
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個別避難計画作成に係る情報の取扱いに関する管理規約 

（※計画作成支援者名称〇〇） 

（目的） 

第１条 この管理規約は、個別避難計画作成事業（以下「事業」という。）の実施に当

たり、計画作成支援者への個別避難計画作成に係る情報共有に関する秘密保持協定

書に規定する秘密情報等（以下「秘密情報等」という。）の取扱いに関する事項を定

め、情報保護の重要性を認識し、情報の適正な保護及び管理のために必要な措置を

講じるとともに、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報の適正な取扱

いに資することを目的とする。 

（秘密情報等の利用目的） 

第２条 秘密情報等は、平常時の円滑かつ着実な計画作成支援等の実施を促進し、もっ

て避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護することを目的として、事業の取

り組みの範囲内において使用し、他の目的には使用してはならない。 

（秘密情報等の取扱い） 

第３条 秘密情報等の取扱いは、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 情報取扱管理者を定め、名古屋市から開示された秘密情報等を、善良なる管理者 

としての注意義務をもって厳重に保管、管理する。 

(2) 秘密情報等は、正当な理由なく第三者に漏らしてはならない。 

(3) 秘密情報等を複製する場合には、本事業の目的の範囲内に限って行うものとし、 

その複製物は、原本と同等の保管、管理をする。 

(4) 名古屋市が秘密情報等の保護のために実地調査をする必要があると認めたとき 

は、これを拒んではならない。また、名古屋市が秘密情報等の保護について報告を 

求めたときは、これに応じなければならない。 

(5) 漏えい、紛失、盗難、盗用等の事態が発生し、又はそのおそれがあることを知っ

た場合は、直ちにその旨を名古屋市に書面をもって通知する。 

（秘密情報等の取扱責任者） 

第４条 秘密情報等の取扱責任者は、「氏名〇〇〇〇」とする。 

この規約は、   年  月  日から施行する。 
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第 1号様式 

 年  月  日  

（依頼先） 

事業者所在地 

事業者名称 

代表者職氏名         様 

名 古 屋 市 長  

個別避難計画作成支援依頼書 

  名古屋市個別避難計画作成モデル事業実施要綱第７条第２項の規定に基づき、個

別避難計画作成支援について依頼します。 

１ 個別避難計画作成支援対象者 

   個別避難計画作成支援対象者名簿（第１号様式の２）のとおり 

２ その他諸注意 

  ・本通知書及び個別避難計画作成支援対象者名簿の取扱いについては、個別避難

計画作成に係る情報共有に関する秘密保持協定書に基づき秘密情報として適切

に管理してください。 

  ・心当たりのない方や既にサービス利用のない方など、計画作成支援をすること

ができない方が名簿に含まれている場合は、事務局へご連絡ください。 
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第 1号様式の 2  

  年  月  日  

計画作成支援者〇〇 様 

名 古 屋 市 長  

個別避難計画作成支援対象者名簿 

№ 対象者氏名 生年月日 住所 

4
1
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第 2号様式 

個別避難計画の作成等に関する意向確認書 

氏名〇〇 〇〇   

YK 対象者ＩＤS K

個別避難計画とは、災害が発生した時に、あなたやあなたの避難を支援する方など

が慌てずに協力して避難できるよう、必要な情報をあらかじめまとめておくことで、

いざという時に、適切な避難ができるよう準備するための計画です。 

この計画の作成に当たっては、計画の作成に関わる者などに、必要な限度であなた

の個人情報を提供します。 

また、作成した個別避難計画の情報は、避難支援等の実施に必要な限度で避難支援

等関係者その他の者に提供することがあります。 

（裏面、留意事項もご覧ください。） 

  以上のことを承知し、以下の欄に記入及び署名をお願いします。 

（宛先）名古屋市長 

１ 個別避難計画の作成及び計画作成のために個人情報を提供することに 

  □ 同意します。 

  □ 同意しません。 

    （よろしければ、同意しない理由にチェックしてください。） 

    □ 個人情報を提供・利用してほしくない。 □ 計画を作られたくない。 

    □ その他（                           ） 

２ 平常時から必要な限度で、以下の関係者へあなたの個人情報を提供することに同

意します。 

□ 避難支援等関係者（区政協力委員・学区連絡協議会・町内会・自主防災組織等） 

※ 避難支援等関係者への個人情報の提供に同意する場合はチェックしてください。 

年   月   日 

【本人署名】 

氏名                                  

住所                                  

    電話番号                                

  注 1)本人が自筆できない場合は代理の方の署名をお願いします。 

  注 2)本人が未成年者や成年被後見人等の場合は親権者や法定代理人等の方の署名をお願いします。 

【代理署名】 

代理者氏名                  本人との関係（       ） 

 代理者住所                                  

 代理者電話番号                                
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留 意 事 項 

【同意した場合の効果について】 

  同意することにより、必要な限度であなたの個人情報を利用させていただき、災

害が発生した時や災害が発生するおそれがある時に、避難支援等実施者などが避難

支援することとなります。 

  しかしながら、災害時にはなにが起こるかわかりません。避難支援等実施者が不

在であったり、避難支援等実施者自身も被災することが想定されるため、あなたの

避難支援が計画どおりに必ず実行されることを保証するものではありません。 

  また、避難支援等実施者等の関係者は、同意した場合の効果の保証についての法

的な責任や義務を負うものではありません。 

【同意で回答された後の流れについて】 

  個人情報の提供に同意された方の個別避難計画の情報は、地域の区政協力委員・

学区連絡協議会・町内会・自主防災組織等の避難支援等関係者に事前に提供される

ことがあります。避難支援等関係者は、個別避難計画の情報に基づいて平常時の見

守り活動や避難訓練等への参加呼びかけなどを行うことがあります。 

【個人情報の管理について】 

  個人情報の提供先には守秘義務が課せられています。また、個人情報が厳重に管

理されるよう、本市と提供先の間で、個人情報の取扱いについて必要な手続を行い

ます。 
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第 3号様式

  年  月  日  

個別避難計画の作成等に関する事前説明書 

  みなさまの「個別避難計画」を作成することにより、災害時における避難支援の

実効性を高めることができます。 

確認 事前説明内容 

□ 
 「個別避難計画」とは、災害時の避難に支援が必要な避難行動要支援者

（高齢者、障害者等）一人ひとりが「どこに避難するか」「誰が支援をする

か」等を記載した計画です。 

□ 
 「個別避難計画」の作成等に当たっては、「避難支援等実施者（支援者）

の候補者」や、「計画の作成に関わる関係者」などに、必要な限度で、あな

たの個人情報を提供・利用します。 

□ 
 「個別避難計画」の作成等に同意いただければ、あなたやあなたのご家

族、身近な人と相談しながら一緒に計画を作成します。 

□ 
 「個別避難計画」の情報は、地域にお住まいの方など避難支援等関係者

に、必要な限度で提供することがあります。（同意いただいた場合のみ） 

□ 

 「個別避難計画」には、あなたの「緊急連絡先の方」や、「支援者」の個

人情報も記載されます。これらの情報をあなたが計画に記載する時には、

①計画に情報が記載されること、②避難支援等に必要な限度で、計画に記

載された情報が「緊急連絡先の方」や「支援者」の間で共有されることの

同意を得てから記載してください。 

□ 

 災害時には、「個別避難計画」に基づいて、支援者があなたの避難をお手

伝いすることになりますが、ご家族をはじめとして、友人や知人、隣近所

の住民の方、学区・町内会等の地域団体、日頃よりお付き合いのある福祉

事業者の方など多くの方が避難支援に関与することにより、避難支援の実

効性及び確実性を高めることができます。 

□ 

 災害発生時には、支援者が不在であったり、支援者自身も被災すること

が想定されます。 

 計画どおりにあなたの避難を支援することができなくても、法的な責任

や義務を負うものではなく、あくまで、協力関係であることを相互に理解

した上で、複数人の支援者を確保することが大切です。 

□ 
 普段から顔見知りの関係ができていると、災害時の支援が円滑に進みま

すので、地域とのつながり、関係づくりが大切となります。 

事業者名                  
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第 4号様式 

個別避難計画作成 回答書 

氏名〇〇 〇〇  

061 対象者ＩＤ96S 

作成年月日   年  月  日 

STEP ① 

現在登録されている情報を表示しています。内容を確認してください。 

氏  名 

生年月日 性  別

住 

所 

情 

報 

郵便番号 学  区 

住  所 

STEP ② 

必ずあなたにつながる電話番号・FAX番号を記入してください。 

電話番号 

FAX番号 

STEP ③ 

あなたが普段から頼ることができる方の緊急連絡先を記入してください。 
(緊急連絡先に登録される方には登録されることの同意を事前に得てください。) 

①
緊
急
連
絡
先

氏  名 続  柄 

住  所 

電話番号 

②
緊
急
連
絡
先

氏  名 続  柄 

住  所 

電話番号 

裏面にすすむ   

作成区分   □新規 □更新 
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個別避難計画作成 回答書 

061 対象者ＩＤ96S 

STEP ④ 

あなたの避難を支援するときに知っておいてほしいことを記入してください。

(該当する配慮事項にチェック をつけて、自由記入欄に詳しく記入してください。) 

STEP ⑤ 

災害時にあなたの避難を支援してくれる予定の方（避難支援等実施者）

を記入してください。 
(避難支援等実施者に登録される方には登録されることの同意を事前に得てください。) 

避難支援等 

実施者① 

氏名・団体名 電話番号 

住  所 

避難支援等 

実施者② 

氏名・団体名 電話番号 

住  所 

避難支援等 

実施者③ 

氏名・団体名 電話番号 

住  所 

避難支援等 

実施者④ 

氏名・団体名 電話番号 

住  所 

注）避難支援等実施者は、災害時に可能な範囲であなたを支援してくれる方です。災害の状況などに 

よって、あなたの避難を支援できなくても、法的な責任や義務を負うものではありません。

希
望
す
る
支
援
の
内
容
・
配
慮
が
必
要
な
事
項
な
ど

希望する支援の内容 

□ 安否の確認 □ 
避難情報などの 

情報の伝達 
□ 
避難予定場所への 

避難誘導 

□ その他 （                         ） 

配慮が必要な事項

□
立つことや、歩くことが

むずかしい 
□
人の声や、物音が聞こえない

（聞こえにくい） 

□ 物が見えない（見えにくい） □
むずかしい言葉や、早い話が 

とても苦手 

□ 地震など災害がおこった時に、どうすればよいかわからない 

その他（自由記入） 
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第 5号様式

あなたのハザードマップ情報 

氏名〇〇 〇〇  

Y0 対象者ＩＤ496

ハザードマップを確認し、災害の種類ごとにあなたの住所の避難予定場

所を記入してください。 

あ な た の 住 所 名古屋市中区三の丸三丁目1番1号

洪 水

あなたの住所 

の 浸 水 深 
3 ～ 5 ｍ

避難をする 

予定の場所 

内 水

あなたの住所 

の 浸 水 深 
0.5 ～ 2 ｍ

避難をする 

予定の場所 

津 波

あなたの住所 

の 浸 水 深 

避難をする 

予定の場所 

高 潮

あなたの住所 

の 浸 水 深 
2 ～ 3 ｍ

避難をする 

予定の場所 

地 震
避難をする 

予定の場所 

記入日      年   月   日 

記入者 氏名             
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第 6号様式 

令和  年  月  日  

（宛先）名古屋市長 

事 業 者 名 称

代表者職・氏名

事業者所在地

担 当 者 氏 名

担当者連絡先

個別避難計画関係書類の送付について 

  「個別避難計画」について、以下のとおり関係書類を提出します。 

１．計画作成意向確認                       合計 

名分 経費

区分
提出書類 

― 意向確認書（第 2号様式）のみ ※計画作成同意者分 名分 

① 意向確認書（第 2号様式）のみ ※計画作成不同意者分 名分 

２．計画作成支援分                        合計 

名分 作成 

方法 

経費

区分
提出書類 

紙

② 回答書・ハザードマップ情報（第 4・5号様式）（支援者未記載） 名分 

③ 回答書・ハザードマップ情報（第 4・5号様式）（支援者記載済） 名分 

ア
プ
リ

ウ
ェ
ブ

②③ 回答書・ハザードマップ情報（第 4・5号様式）（未使用分） 名分 

３．個別避難計画の更新                      合計 

名分 経費

区分
提出書類 

④ 
回答書・ハザードマップ情報（第 4・5号様式） 

※アプリ・ウェブでの更新の場合は様式の提出は不要 
名分 

注 1）提出する各様式は、必ず原本をご提出ください。 

注 2）個別避難計画作成 回答書（第 4号様式）及びあなたのハザードマップ情報（第 5号様式）は、同一対象者 

について記入された各様式 1枚を合わせて 1組とします。 

注 3）計画作成支援経費を請求する際は、個別避難計画作成支援経費交付申請書兼請求書（第 10号様式）を作成 

の上、個別避難計画作成支援（対象者）に関する報告書（第 10号様式の 2）と合わせてご提出ください。 

注 4）関係書類（未使用分含む。）の提出状況に不備がある場合は、ご連絡の上、経費のご請求を保留することが 

あります。 

４ その他 

    市への提出に伴い、不要となった秘密情報は適切に消去いたしました。 
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第 7号様式 

名古屋市 あなたの個別避難計画 

 2022.10.18 氏名〇〇 〇〇   

YK 対象者ＩＤ9 6 

作成年月日   年  月  日

氏  名 

生年月日 性  別

住 

所 

郵便番号 456-8508 学  区 名城 

住  所 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

電話番号 08012345678

FAX番号 

緊
急
連
絡
先
①

氏  名 名古屋 次郎 続  柄 弟

住  所 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号名古屋市役所東庁舎 1階 

電話番号 0529723591 

緊
急
連
絡
先
②

氏  名 続  柄 

住  所 

電話番号 

要介護状態区分 要支援 2級 精神障害者手帳 1 度 

身体障害者手帳 下肢 2 級 愛 護 手 帳 1 級 

避

難

予

定

場

所

洪  水 

内  水 

津  波 

高  潮 

地  震 
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名古屋市 あなたの個別避難計画 
2022.10.18 

YK60611496SK

避難支援等 

実施者① 

氏名・団体名 電話番号 

住  所 

避難支援等 

実施者② 

氏名・団体名 電話番号 

住  所 

避難支援等 

実施者③ 

氏名・団体名 電話番号 

住  所 

避難支援等 

実施者④ 

氏名・団体名 電話番号 

住  所 

注）避難支援等実施者は、災害時に可能な範囲であなたを支援してくれる方です。災害の状況などに 

よって、あなたの避難を支援できない場合もありますが、法的な責任や義務を負うものではあり 

ません。 

希
望
す
る
支
援
の
内
容
・
配
慮
が
必
要
な
事
項
な
ど

希望する支援の内容 

□ 安否の確認 □ 
避難情報などの 

情報の伝達 
□ 
避難予定場所への 

避難誘導 

□ その他 （                         ） 

配慮が必要な事項

□
立つことや、歩くことが

むずかしい 
□
人の声や、物音が聞こえない

（聞こえにくい） 

□ 物が見えない（見えにくい） □
むずかしい言葉や、早い話が 

とても苦手 

□ 地震など災害がおこった時に、どうすればよいかわからない 

その他（自由記入） 

54



第 9号様式 

個別避難計画の作成等に関する同意撤回書 

（宛先）名古屋市長 

同意を撤回することにより、 

①個別避難計画の作成にあたって、避難支援等実施者などに既に提供されているあ

なたの個人情報 

②災害の発生に備え、避難支援等関係者などに既に提供されているあなたの個別避

難計画の情報 

の提供を停止します。 

作成したあなたの個別避難計画の情報は、同意撤回書提出後は、本市と提供先の

間で、個人情報の取扱いについて適切な手続を行った後、遅滞なく削除されます。 

  以上のことを承知し、 

私は、個別避難計画の作成等に関する意向確認書に同意しましたが、下記の事由に

より同意を撤回します。 

記 

    同意を撤回する事由 

年   月   日 

【本人署名】 

氏名                                  

住所                                  

    電話番号                                

  注 1)本人が自筆できない場合は代理の方の署名をお願いします。 

  注 2)本人が未成年者や成年被後見人等の場合は親権者や法定代理人等の方の署名をお願いします。 

【代理署名】 

代理者氏名                  本人との関係（       ） 

 代理者住所                                  

 代理者電話番号                                
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第 10 号様式 

個別避難計画作成支援経費交付申請書兼請求書 

（宛先）名古屋市長 

申請書作成日     年  月  日 

事

業

者

情

報 

事業者名称 

代表者職・氏名

事業者所在地 

担当者氏名 連 絡 先 

  名古屋市個別避難計画作成モデル事業実施要綱第１６条第３項の規定に基づき、

下記のとおり、個別避難計画作成支援（対象者）に関する報告書（第１０号様式の

２）により報告するとともに、計画作成支援に要した経費を請求します。 

記 

１ 請求金額 

円 

計画作成支援経費金額一覧表 

１．計画作成意向確認（不同意）   

 ① 意向確認書（計画作成不同意者分） 1件当たり 3,000円 

２．計画作成支援分   

 ② 回答書・ハザードマップ情報（支援者未記載） 1件当たり 5,000円 

 ③ 回答書・ハザードマップ情報（支援者記載済） 1件当たり 7,000円 

３．個別避難計画の更新分   

 ④ 回答書・ハザードマップ情報 1件当たり 3,000円 

４．計画作成意向確認（同意） ※計画作成が困難となった場合のみ

 ⑤ 意向確認書（計画作成同意者分） １件当たり 3,000円 

２ 希望振込先（誤りが無いよう注意してご記入ください。）

指

定

口

座

金融機関コード 店舗コード 種別 口座番号 

１ 普通 

           銀行 

           信用金庫 

           信用組合 

           農協 

       本店 

       支店 

      出張所 

２ 当座 

３ 貯蓄 

連絡先 

         －        － 

口 座 

名義人 

フリガナ 

漢字 

 ※支払先は法人または代表者の口座としてください。 

※申請者は記入しないでください。 

審査日 審査者 備考 
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第 10 号様式の 2 

個別避難計画作成支援（対象者）に関する報告書 

№ 対象者氏名 経費区分 金額 個別避難計画作成が困難となった理由（経費区分が⑤の場合のみ）
審査 

※市記入欄

1     

2     

3     

4     

5     

6     

7     

8     

9     

10

11

12

合計 名 円

※経費区分は「個別避難計画作成支援経費交付申請書兼請求書（第 10号様式）」の計画作成支援経費金額一覧表を参照し、①～⑤の番号を記

入してください。金額は同表の番号に対応した金額を記入してください。 

※経費区分が⑤の対象者については、個別避難計画作成が困難となった理由を記入してください。 

5
9



＜担当部署＞
名古屋市防災危機管理局 地域防災室

＜連絡先・書類提出先＞
名古屋市個別避難計画作成事務局

〒 460-0004
名古屋市中区新栄町2丁目10番地
NTT栄ビル西館５F

TEL：052-746-8215

FAX：052-962-3266

Email：info@nagoyashikobetsu.jp

お問い合わせ先


